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　事 　 業 　 報 　 告　

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

⑴ 事業の経過及びその成果

当期の我が国経済は、政府による経済・金融政策を背景に株高・円安が持続し、企業収

益や雇用環境に改善が見られましたが、消費増税後の個人消費の弱さが依然として続くな

ど、全体的には緩やかな回復基調で推移しました。

建設業界におきましては、公共工事は底堅く推移し、民間設備投資も持ち直しの傾向と

なりましたが、労務費の上昇が収益に悪影響を及ぼすなど、引き続き厳しい経営環境とな

りました。

このような景況下、当社グループは総合力を発揮して営業活動を積極果敢に展開する一

方、原価の低減、生産性の向上、業務の効率化に努めました結果、当期における当社グルー

プの連結業績につきましては、完成工事高は前期比9.0％減の4,679億 7 千 2 百万円となり

ました。利益につきましては、経常利益は319億 9 千 6 百万円（前期比13.6％増)、当期純

利益は205億 5 千 2 百万円（前期比25.4％増）となりました。

なお、当社（個別業績）における工事種類別の受注工事高・完成工事高・繰越工事高は、

次のとおりであります。

工　 事　 種　 別
前期繰越
工 事 高

当期受注
工 事 高

合　　計
当期完成
工 事 高

次期繰越
工 事 高

配 電 工 事
百万円

7,346
百万円

61,352
百万円

68,698
百万円

61,678
百万円

7,020

一 般 電 気 工 事 197,060 249,299 446,360 230,119 216,240

情 報 通 信 工 事 13,685 45,862 59,548 47,030 12,517

環 境 関 連 工 事 24,722 26,419 51,141 26,846 24,295

電 力 そ の 他 工 事 28,367 38,797 67,165 37,689 29,476

合　　　　計 271,183 421,731 692,914 403,363 289,551
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（注）1．配電工事は、前期に比し、受注工事高は5.7％の増加となり、完成工事高も7.2％の増加とな

りました。なお、全完成工事高に占める割合は15.3％であります。

2．一般電気工事、情報通信工事及び環境関連工事は、厳しい受注環境の中にあって、組織的

かつきめの細かい営業活動を展開しましたが、受注工事高は前期に比し、一般電気工事

は9.8％、情報通信工事は21.3％、環境関連工事は14.5％の減少となりました。また、完

成工事高は前期に比し、環境関連工事は18.3％増加いたしましたものの、一般電気工事は

14.3％、情報通信工事は21.1％の減少となりました。なお、全完成工事高に占める割合は、

一般電気工事は57.0％、情報通信工事は11.7％、環境関連工事は6.7％であります。

3．送電線工事、発変電所工事等の電力その他工事は、前期に比し、受注工事高は22.5％減少し、

完成工事高も5.5％の減少となりました。なお、全完成工事高に占める割合は9.3％でありま

す。

4．工事種別について、当期より、これまで「環境関連工事」に含めていた「内装工事」を「一

般電気工事」に含めることとしました。前期については、組替えをおこなっています。

⑵ 対処すべき課題

今後の景気につきましては、雇用・所得環境の改善によって個人消費が上向き、企業の

生産や設備投資が拡大することが期待されますが、本格的な回復は不透明な状況です。

建設業界におきましては、首都圏での大規模再開発等が期待されるものの、技能労働者

の不足による建築工程の遅延、労務費の上昇など業績の下振れが懸念されます。

このような状況のなかで、当社グループは電力インフラ事業への貢献や地域に密着した

事業活動を継続する一方、首都圏における事業展開の更なる強化や長期的視野に立った海

外事業の展開により、お客様のニーズに的確にお応えするとともに、高い技術と技能で安

全と安心と快適をお届けします。加えて、業務の質の更なる向上、生産性向上への更なる

行動に取り組み、どのような外部環境の変化にも対応できるよう事業基盤の整備強化を推

し進めてまいります。

なお、当社は電力会社が発注する送電工事に係る独占禁止法違反により、国土交通省か

ら建設業法に基づく営業停止処分を受けました。当社は、この処分を厳粛に受け止め、再

発防止に向けたコンプライアンスの強化を図り、信頼の回復に全社を挙げて努めてまいり

ます。

株主の皆様におかれましては、今後とも深いご理解をいただき、ご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。
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⑶ 資金調達の状況

当期において、当社グループでは、社債及び新株式発行による資金調達はありませんで

した。

⑷ 設備投資の状況

当期に実施しました設備投資の総額は19億円余であり、その主なものは、工事用車両及

び機械・工具の購入等であります｡

⑸ 重要な事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑹ 重要な他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑺ 重要な他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

⑻ 重要な吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

⑼ 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

　　　　　期 別
項 目　　　　　

第98期
（平成23年度）

第99期
（平成24年度）

第100期
（平成25年度）

第101期（当期）
（平成26年度）

完 成 工 事 高
百万円

455,563
百万円

491,140
百万円

514,357
百万円

467,972

経 常 利 益 20,758 21,843 28,174 31,996

当 期 純 利 益
 1  株 当 た り（　　　 ）当 期 純 利 益

10,527

（42.59円）

9,791

（39.61円）

16,393

（73.92円）

20,552

（94.67円）

総 資 産 484,914 510,209 518,464 542,246

純 資 産 331,111 347,949 341,364 377,659

（注）  1 株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算

出しています。
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②　当社の財産及び損益の状況の推移

　　　　　期 別
項 目　　　　　

第98期
（平成23年度）

第99期
（平成24年度）

第100期
（平成25年度）

第101期（当期）
（平成26年度）

受 注 工 事 高
百万円

400,520
百万円

414,704
百万円

473,659
百万円

421,731

完 成 工 事 高 402,381 426,889 448,275 403,363

経 常 利 益 19,387 23,011 23,387 25,945

当 期 純 利 益
 1  株 当 た り（　　　 ）当 期 純 利 益

9,543

（38.60円）

10,794

（43.67円）

13,148

（59.29円）

16,083

（74.09円）

総 資 産 451,026 472,654 479,963 489,939

純 資 産 316,424 332,926 326,851 350,569

（注）  1 株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算

出しています。
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⑽ 重要な子会社及び重要な企業結合の状況

①　重要な子会社の状況

会　 社　 名 資　本　金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

近電商事株式会社 450百万円 100％
車両等のリース・販売、各種損害保険
代理業、不動産の維持管理・賃貸

株式会社西原衛生工業所 1,367百万円 100％ 給排水衛生設備工事の施工

近電設備株式会社 302百万円 100％ 一般電気工事等の保守管理・施工

株式会社メックス 200百万円 100％ 一般電気工事等の保守管理・施工

きんでんサービス
株 式 会 社

30百万円 100％ 配電工事等の周辺業務の請負

株式会社アレフネット 50百万円 100％
情報通信システム機器の販売・エンジ
ニアリング

ユー・エス・キンデン・
コーポレーション

2,000千USドル 100％ 子会社の運営管理

ピー・ティー・キンデン・
イ ン ド ネ シ ア

8,491百万
インドネシア･ルピア

100％ 一般電気工事等の設計・施工

（注）1．上に掲げた重要な子会社 8 社を含む連結子会社は20社、持分法適用関連会社は 2 社でありま

す。

2．ユー・エス・キンデン・コーポレーションは、米国ハワイ州で一般電気工事を営むワサ・エ

レクトリカル・サービス・インクの完全親会社であります。

3．きんでんサービス株式会社は、当社連結子会社であるきんでん京滋サービス株式会社及びき

んでん兵庫サービス株式会社との間において、平成26年 4 月 1 日付で、きんでんサービス株

式会社を存続会社とする吸収合併をおこないました。

4．議決権比率には、間接保有分を含んでおります。

②　重要な企業結合の状況

会　 社　 名
（住　所）

資　本　金 事 業 内 容
同社から当社が受注した
工事の当期の完成工事高

関西電力株式会社
（大阪市北区）

489,320百万円 電 気 事 業
68,470百万円

（全完成工事高の17.0％）
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⑾ 主要な事業内容

当社グループは、建設事業を主な事業内容としております。

主な事業会社である当社は、建設業法により特定建設業者として国土交通大臣許可を受

け、電気工事（配電工事、ビル・工場等の一般電気工事、送電線工事、発変電所工事等）、

情報通信工事（電気通信工事、計装工事等）、環境関連工事（空調管工事等）、内装設備工

事及び土木工事並びにその他これらに関連する事業をおこなっています。

⑿ 主要な事業所

①　当　　社

ア．本　　　店　大阪市北区本庄東 2 丁目 3 番41号

イ．東 京 本 社　東京都千代田区九段南 2 丁目 1 番21号

ウ．支店、支社

区　　　分 支　　　店　、 　支   社

大 阪 府 中 央 支 店（12）、大 阪 支 社

近 畿 地 方
（大阪府を除く）

京 都 支 店（ 8 ）、神 戸 支 店（ 7 ）、姫 路 支 店（ 6 ）、奈 良 支 店（ 4 ）
和歌山支店（ 6 ）、滋 賀 支 店（ 6 ）

北 海 道 地 方 北海道支社（ 4 ）

東 北 地 方 東 北 支 社（ 5 ）

関 東 地 方 東 京 支 社（11）、横 浜 支 社（ 1 ）

中 部 地 方 中 部 支 社（13）

中 国 地 方 中 国 支 社（ 8 ）

四 国 地 方 四 国 支 社（ 4 ）

九 州 地 方
（沖縄県を含む）

九 州 支 社（ 7 ）

（注）1．東北支社は宮城県に、中部支社は愛知県に、中国支社は広島県に、四国支社は香川県に、九

州支社は福岡県に所在しています。

2．（　　）内は支店、支社管下の事業所数を記載しています。

エ．海外事務所　香港事務所、シンガポール事務所、グアム事務所、サイパン事務所、

エジプト事務所、ドバイ事務所、ヤンゴン事務所

オ．研　究　所　京都研究所（京都府木津川市）

カ．研 修 施 設　きんでん学園（兵庫県西宮市）

人材開発センター（千葉県印西市）
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②　重要な子会社

ア．国　　　内　近電商事株式会社（大阪市中央区）

株式会社西原衛生工業所（東京都港区）

近電設備株式会社（東京都品川区）

株式会社メックス（大阪市東成区）

きんでんサービス株式会社（大阪市浪速区）

株式会社アレフネット（大阪市北区）

イ．海　　　外　ユー・エス・キンデン・コーポレーション（米国ハワイ州）

ピー・ティー・キンデン・インドネシア（インドネシア）

⒀ 従業員の状況

①　企業集団の状況

従 業 員 数 前期末比増減

9,563名  6 名増

（注）従業員数は、就業人員を記載しています。

②　当社の状況

従業員数（前期末比増減） 平 均 年 齢 平均勤続年数

6,895名（97名減） 40.6歳 20.3年

（注）従業員数は、就業人員を記載しています。

⒁ 主要な借入先

借　　　入　　　先 借　　入　　額

株式会社 み ず ほ 銀 行
百万円

3,500

株式会社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,200

株式会社 三 井 住 友 銀 行 3,000

株式会社 り そ な 銀 行 1,500
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２．会社の株式に関する事項

⑴ 発行可能株式総数　　　　600,000,000株

⑵ 発行済株式の総数　　　　218,141,080株（自己株式1,144,208株を含む）

⑶ 株　　 主　　 数　　　　　　　9,432名

⑷ 大　　 株　　 主

株　　　　主　　　　名 持　株　数 持 株 比 率

関 西 電 力 株 式 会 社
千株

58,905
％

27.1

関 電 不 動 産 株 式 会 社 14,507 6.7

き ん で ん 従 業 員 持 株 会 10,037 4.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,594 4.4

日本トラスティ ･ サービス信託銀行株式会社（信託口） 8,671 4.0

S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 0 0 1

3,199 1.5

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 9  ） 2,883 1.3

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 2,702 1.2

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 2,338 1.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 4  ） 1,915 0.9

（注）1．関電不動産株式会社は、関西電力株式会社の完全子会社であります。

2．持株比率は自己株式数を控除して算出しております。

⑸ その他株式に関する重要な事項

①　所在不明株主の株式買取り（会社法第197条第 3 項及び第 4 項に基づく所在不明株主

の株式買取り）

当社は、株式事務の合理化を図るため、平成27年 2 月13日開催の取締役会で決議し、

所在不明株主の所有する普通株式88,680株を総額122百万円で自己株式として取得しま

した。

②　単元株式数の変更

当社は、平成27年 4 月28日開催の取締役会決議に基づき、株式の流動性を高め、投資

家層の拡大を図るため、平成27年 7 月 1 日付で、単元株式数を1,000株から100株に変更

いたします。



― 9 ―

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

⑴ 取締役及び監査役の氏名等

地　　　位 氏　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

※取　締　役　会　長 齊 藤 紀 彦 西日本旅客鉄道株式会社社外取締役

※取 締 役 副 会 長 藤 田 訓 彦

※取　締　役　社　長 前 田 幸 一 技術企画室・大阪購買部・東京購買部担当

※取 締 役 副 社 長 川 口 充 功 東京本社代表、東京営業本部・大阪営業本部担当

※取 締 役 副 社 長 川 越 英 二
電力本部・安全衛生環境室・京都研究所担当、営業担
当、中央総括安全衛生管理者

※取 締 役 副 社 長 浦 島 澄 男
技術本部・環境設備本部担当、首都圏事業推進室長、
営業担当

　取締役 専務執行役員 前 田 榮 孝 東京営業本部長、中期経営計画特命担当（営業）

　取締役 専務執行役員 石 田 貢 滋 秘書部・人事部・人材開発部・総務法務部担当

　取締役 常務執行役員 大 西 良 雄 電力本部長

　取締役 常務執行役員 小 林 賢 治 東京本社代表補佐、営業担当

　取締役 常務執行役員 松 尾 志 郎 国際事業本部長

取 締 役 吉 田 治 典 岡山理科大学工学部教授

常 任 監 査 役 宮 地 雄 一 常勤

常 任 監 査 役 稲　田　　　豊 常勤

監 査 役 佐 竹 育 造 常勤

監 査 役 豊 松 秀 己 関西電力株式会社代表取締役副社長執行役員

監 査 役 岩 根 茂 樹 関西電力株式会社代表取締役副社長執行役員

（注）1．※印は代表取締役であります。

2．取締役吉田治典氏は社外取締役であり、当社は同氏を一般株主と利益相反が生じるおそれが

ない独立役員として、東京証券取引所に届け出ております。なお、同氏は岡山理科大学を平
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成27年 3 月31日をもって退職いたしました。

3．常任監査役稲田　豊、監査役豊松秀己及び岩根茂樹の 3 氏は、社外監査役であります。

4．常任監査役宮地雄一氏は当社経理部長の経験を有するなど、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

5．佐竹育造氏は、平成26年 6 月25日開催の第100回定時株主総会において監査役に選任され就

任いたしました。

6．浦島澄男氏は、平成26年 6 月25日に代表取締役に就任いたしました。

7．平成26年 6 月25日開催の第100回定時株主総会終結の時をもって、伊藤倖一、藤井俊男の両

氏は、取締役を任期満了により退任いたしました。

8．平成26年 6 月25日開催の第100回定時株主総会終結の時をもって、伊藤勝敏氏は、監査役を

辞任により退任いたしました。

9．当社は執行役員制度を導入しており、平成27年 3 月31日現在における取締役を兼務しない執

行役員は次のとおりであります。

地　　　位 氏　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

専 務 執 行 役 員 森 本 正 岳 株式会社西原衛生工業所代表取締役社長

専 務 執 行 役 員 三 瀬 幸 綱
情報システム部担当、中期経営計画特命担当

（業務）

専 務 執 行 役 員 鬼 本 　 寛 中期経営計画特命担当（技術）、営業担当

専 務 執 行 役 員 崎 山 良 蔵 情報通信本部長

専 務 執 行 役 員 髙 瀨 　 均 中央支店長

常 務 執 行 役 員 谷 垣 宜 弘 大阪営業本部長

常 務 執 行 役 員 田　中　日出男 技術本部長

常 務 執 行 役 員 上 野 基 成 環境設備本部長

常 務 執 行 役 員 藤 原 幹 久 国際事業本部副本部長

常 務 執 行 役 員 水 本 昌 孝 ＩＲ･広報部・経営企画部・経理部担当

常 務 執 行 役 員 工 藤 　 洋 神戸支店長

常 務 執 行 役 員 網 﨑 雅 也 大阪支社長

常 務 執 行 役 員 林 　 弘 之 東京支社長

常 務 執 行 役 員 上 坂 隆 勇 中部支社長

執 行 役 員 坂 田 亘 弘 技術企画室長
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地　　　位 氏　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

執 行 役 員 北 村 康 一 技術本部副本部長、京都研究所長

執 行 役 員 児 玉 澄 人 人材開発部長

執 行 役 員 伊 藤 彦 京都支店長

執 行 役 員 星 島 延 男 姫路支店長

執 行 役 員 西 村 　 博 奈良支店長

執 行 役 員 樋 口 　 徹 和歌山支店長

執 行 役 員 岩 田 敏 明 滋賀支店長

執 行 役 員 井 手 弘 澄 中国支社長

執 行 役 員 吉 田 　 靖 九州支社長

執 行 役 員 岡 竹 俊 和 北海道支社長

執 行 役 員 土 高 壮 介 東北支社長

執 行 役 員 島 田 　 守 四国支社長

執 行 役 員 前 川 正 夫 横浜支社長

⑵ 取締役及び監査役の報酬等の総額及びその算定方法に係る決定に関する方針

①　当事業年度に係る報酬等の総額

区　　　分 人　　　数 報 酬 等 の 総 額

取　　締　　役 14名 546,262,640円

監　　査　　役  6 名 113,701,860円

合　　計

（うち社外役員）
20名

（ 4 名）
659,964,500円

（ 48,352,160円）

（注）1．取締役の報酬等の総額には、平成27年 6 月開催の第101回定時株主総会に提出予定の「取締

役賞与支給の件」に基づく取締役賞与77,740,000円が含まれています。

2．上記には、平成26年 6 月25日開催の第100回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役 2 名

及び監査役 1 名の報酬が含まれています。
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②　報酬等の額の算定方法に係る決定に関する方針

ア．取締役及び監査役に共通する事項

他社の支給水準を勘案の上、当社役員に求められる能力及び責任に見合った報酬

の水準を設定します。

イ．取締役

　取締役の報酬は、月額及び賞与からなります。

　月額は、常勤・非常勤ごとの報酬に対して、役位を反映した加算をおこなって、

取締役就任時に取締役会で決定します。

　賞与は、業績を基礎に置き、常勤・非常勤の別、役位、担当業務における成果を

反映して各人の支給額を算出した上で、支給議案を取締役会で決定し、株主総会の

決議を受けます。

ウ．監査役

監査役の報酬は月額からなり、常勤・非常勤ごとの報酬に対して、役位を反映し

た加算をおこなって、監査役会で決定します。

⑶ 社外役員に関する事項

①　取締役　吉　田　治　典

ア．重要な兼職先と当社との関係

岡山理科大学と当社との間には特別な関係はありません。

イ．他の法人等の社外役員との重要な兼職の状況

該当事項はありません。

ウ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

該当事項はありません。

エ．当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会 8 回のすべてに出席し、建築学の専門家としての幅広い見識

と、社外取締役として独立性を持った立場から、取締役会の意思決定の適正性を確

保するための発言を必要に応じておこなっております。

また、当社が平成26年 1 月に公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命

令を受けたことにより、当期において国土交通省による建設業法に基づく営業停止

処分がおこなわれたことに関し、引き続き社外取締役として再発防止に向けた当社

の取組みの内容を確認しました。

オ．責任限定契約の内容の概要

会社法第427条第 1 項の規定による責任限定契約を法令に定める額を責任限度額

として締結しております。
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カ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

②　常任監査役　稲　田　　　豊

ア．重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。

イ．他の法人等の社外役員との重要な兼職の状況

該当事項はありません。

ウ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

該当事項はありません。

エ．当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会 8 回及び監査役会 7 回のすべてに出席し、取締役会の意思決

定の適正性を確保するための発言を必要に応じておこなうとともに、常勤の監査役

として、他の監査役と密接な情報交換をおこない、取締役の職務の執行を監査して

います。

また、当社が平成26年 1 月に公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命

令を受けたことにより、当期において国土交通省による建設業法に基づく営業停止

処分がおこなわれたことに関し、引き続き社外監査役として再発防止に向けた当社

の取組みの内容を確認しました。

オ．責任限定契約の内容の概要

責任限定契約は締結していません。

カ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

③　監査役　豊　松　秀　己

ア．重要な兼職先と当社との関係

関西電力株式会社は当社の配電工事、電力工事等の発注者であります。

イ．他の法人等の社外役員との重要な兼職の状況

該当事項はありません。

ウ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

該当事項はありません。

エ．当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会 8 回のうち 7 回に、また、監査役会 7 回のすべてに出席し、

長年にわたる企業経営に携わった経験を生かして、取締役会の意思決定の適正性を

確保するための発言を必要に応じておこなうとともに、常勤の監査役と密接な情報

交換をおこない、社外監査役として適切な監査に努めています。
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また、当社が平成26年 1 月に公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命

令を受けたことにより、当期において国土交通省による建設業法に基づく営業停止

処分がおこなわれたことに関し、引き続き社外監査役として再発防止に向けた当社

の取組みの内容を確認しました。

オ．責任限定契約の内容の概要

責任限定契約は締結していません。

カ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

④　監査役　岩　根　茂　樹

ア．重要な兼職先と当社との関係

関西電力株式会社は当社の配電工事、電力工事等の発注者であります。

イ．他の法人等の社外役員との重要な兼職の状況

該当事項はありません。

ウ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

該当事項はありません。

エ．当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会 8 回のうち 7 回に、また、監査役会 7 回のすべてに出席し、

長年にわたる企業経営に携わった経験を生かして、取締役会の意思決定の適正性を

確保するための発言を必要に応じておこなうとともに、常勤の監査役と密接な情報

交換をおこない、社外監査役として適切な監査に努めています。

また、当社が平成26年 1 月に公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命

令を受けたことにより、当期において国土交通省による建設業法に基づく営業停止

処分がおこなわれたことに関し、引き続き社外監査役として再発防止に向けた当社

の取組みの内容を確認しました。

オ．責任限定契約の内容の概要

責任限定契約は締結していません。

カ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況

⑴ 会計監査人の名称

ひびき監査法人

（注）大阪監査法人は平成26年 7 月 1 日付で名称をひびき監査法人に変更いたしました。

⑵ 責任限定契約の内容の概要

責任限定契約は締結していません。

⑶ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社が支払うべき報酬等の額
百万円

45

②
当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

45

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれ

らの合計額を記載しています。

2. 当社の連結子会社におきまして、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国に

おけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けているもののうち、

重要なものは以下のとおりです。

　株式会社西原衛生工業所

　ユー・エス・キンデン・コーポレーション

　ピー・ティー・キンデン・インドネシア

⑷ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

⑸ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役会

は会計監査人を解任します。また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認め

られる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を

監査役会が決定します。

（注）平成27年 5 月 1 日付の改正会社法施行に伴い、平成27年 4 月28日開催の監査役会において、会

計監査人の解任又は不再任の決定の方針を変更いたしました。
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６．会社の体制及び方針

⑴ 業務の適正を確保する体制に関する基本方針

①　基本的考え

当社並びに子会社の取締役及び従業員（執行役員を含む。以下同じ。）一人ひとりが、

文化生活に不可欠な電気をはじめとするエネルギーや情報通信に携わる者としての高い

職務倫理を有し、社会的良識を持って行動しなければならないということを徹底してい

く。

これを実現するため、風通しの良い職場環境を作り、円滑なコミュニケーションを通

じて、業務の適正を確保するとともに、見直しを繰り返すことにより、その改善・強化

を図るものとする。

②　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．コーポレート・ガバナンス

業務執行の的確化・適正化・迅速化と事業環境の変動に、柔軟に対応するために

は、コーポレート・ガバナンスの強化が重要な経営課題であると認識し、「事業内容

の透明性の向上」と「法令遵守（コンプライアンス）の強化徹底」を重点施策に掲げ

て、コーポレート・ガバナンスの強化に努める。

イ．コンプライアンス

　取締役及び従業員が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下でその職務を遂

行するため、取締役会は「きんでんグループ行動指針」を制定する。併せて、コン

プライアンス委員会を設置してその実効を確保するとともに、社長は繰り返しその

精神を取締役及び従業員に伝えることにより、法令遵守があらゆる事業活動の前提

であることを徹底する。

　各々の担当分野の業務においてコンプライアンスに係る規程・ガイドラインの制

定、委員会の設置、取締役・従業員教育等をおこない、コンプライアンスに関する

体制を確保する。

　内部通報制度

従業員は、法令・定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為がおこ

なわれていることを知ったときは、「きんでんグループ行動指針」に基づき、所定

の窓口に通報する。

通報した従業員の保護を図るとともに、透明性を維持した的確な対処の体制を確

保する。

ウ．財務報告の適正性確保のための体制

経理規程その他社内規程を遵守して職務を遂行するとともに、会計基準その他関連

する諸法令を遵守し、財務報告の適法性及び適正性を確保する。

エ．内部監査

社長直轄の業務監理室を設置し、業務監理室の監査を中心とした内部監査システム
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を確保する。業務監理室は、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守の状況、

職務の執行の手続及び内容の妥当性等について、内部監査を実施し、社長及び監査役

に対して、その結果を報告する。また、業務監理室は、内部監査によって判明した指

摘事項の改善履行状況についても、フォローアップ監査を実施する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア．取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、常勤取締役会議

事録、経営会議議事録等の重要な職務執行に係る情報が記載された文書（電磁的記録

を含む。以下同じ。）を、関連資料とともに、重要文書管理規程その他の社内規程の

定めるところに従い、保存（保管）責任者を定め、適切に保存し、管理する。

イ．取締役及び監査役は、常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

ウ．これらの文書を廃棄するときは、焼却又は裁断によるものとする。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理）

ア．リスクの発生予防、発生時の損失の回避・低減を図るため定めたリスク管理規程の

定めるところにより、リスク管理の効果をあげるものとし、組織横断的リスク状況の

監視及び全社的対応のためにリスク総括箇所を定めるとともに、各々の担当分野の業

務に付随するリスク管理は各担当部署がおこなうこととする。

イ．リスク管理に関する体制を整備するため、リスク管理委員会を置くとともに、各々

の担当分野の業務において、規程・ガイドラインの制定、委員会の設置、取締役・従

業員教育等をおこなうものとする。

ウ．次の経営管理システムを用いて、事業活動に伴うリスクを継続的に監視し、リスク

の回避・低減を図る。

　全社に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に決定するた

めに、主要な取締役で経営会議を組織し、審議する。

　業務運営の状況を把握し、その改善を図るために、内部監査を実施する。

⑤　取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制

ア．決裁権限規程、業務分掌に係る規程等、各種社内規程を定め、職務権限及び意思決

定ルール並びに責任の明確化により、適正かつ効率的に職務の執行がおこなわれる体

制を確保する。

イ．次に記載の経営管理システムを用いて、取締役及び従業員の職務遂行の効率性を確

保する。

　経営会議及び常勤取締役会を設置し、全般的経営方針、経営計画その他職務執行

に関する重要事項を協議する。さらに、社長、経営会議又は常勤取締役会の意思決

定を適法・適正かつ効率的におこなうために、各種社内委員会・審査会を設置し、

各々の担当分野における経営課題について慎重な協議・検討・審査をおこない、社

長、経営会議及び常勤取締役会の意思決定に資する。

　目標の明確な付与、採算の徹底を通じて市場競争力の強化を図るために、全社及

び各子会社の目標値を設定し、それに基づく業績管理をおこなう。
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　四半期ごとに目標の達成度を把握・評価し、結果をフィードバックすることによ

り、業務の実効性を確保する。必要に応じて、目標未達の要因を分析し、その要因

の除去・低減のための改善策を実施するものとし、業務運営の状況を把握し、改善

を図るために、内部監査を実施する。

⑥　企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア．子会社に対する対応

　前記②～⑤に定める体制の整備等については、子会社を含むものとし、子会社ご

とに主管部署を定め、子会社の経営を管理・指導する。

　子会社の業務運営に係る規定を設け、一定の事項について、子会社で決定・実行

する前に当社に承認を求め、又は報告することを義務付ける。

　子会社には、取締役及び監査役を派遣し、業務の適正を確保する。また、当社の

監査役は、グループ監査役会を開催する。

イ．関西電力株式会社に対する対応

　関西電力株式会社の内部統制を推進する組織との連携体制を構築する。

　当社は、関西電力株式会社の関連会社として独自の意思決定によって事業運営を

おこなう一方、関西電力株式会社が制定する「グループ経営ビジョン」「グループ

ＣＳＲ行動憲章」他のグループ会社に関する規定に沿って、グループ会社の一員と

しての自覚と責任を持って、事業活動を展開していく。

⑦　監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制

ア．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項

　監査役の職務を補助する専任の組織として監査役室を設け、監査役を補助する知

識、能力を有する従業員（以下、「監査役スタッフ」という。）を 2 名以上選任する。

　監査役スタッフは、事務局として定期的にグループ監査役会を運営し、グループ

内での情報共有を図る。

イ．監査役スタッフの取締役からの独立性に関する事項

　監査役会は、監査役スタッフの人事（人事異動、人事評価、懲罰を含む。）の決

定にあたっては、事前に人事担当取締役から報告を受け、必要な場合は人事担当取

締役に対して変更を申し入れることができる。

　監査役スタッフは、当社並びに子会社において業務の執行に係る役職は兼務せ

ず、取締役の指揮命令に服さないものとする。

ウ．監査役の監査役スタッフに対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役スタッフは、監査役の指示に従いその職務をおこなう。

　監査役スタッフは、必要な情報収集のために監査役の指示を受けて、執行側各部

署が開催する会議に出席したり、業務執行に関する調査をおこなうことができる。

エ．監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人が監査役に報告する体制
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ａ　重要会議への出席

監査役は、監査役会が定める監査計画及び職務の分担に従い、取締役会のほか、

常勤取締役会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会等その他の重要な会

議に出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧するこ

とができる。

ｂ　取締役等の報告義務

取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、次の事項を遅滞な

く報告する。

　全社的に影響を及ぼす重要事項に関して取締役が決定した内容

　業務監理室等がおこなう内部監査の内容及び結果

　内部通報制度による通報の状況

　行政処分の内容

　その他著しい損失等会社経営に重大な影響を与える事象が発生したとき、又

は発生することが予想されるとき

　前各号に掲げるもののほか、監査役が求める事項

　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報

告を受けた者が監査役に報告するための体制

ａ　子会社を主管する部署は、監査役に対して、前記⑥アに基づき報告を受けた子

会社の経営等に関する重要決定事項や子会社に対する業務調査の実施結果を遅滞

なく報告する。

ｂ　子会社の監査役は、グループ監査役会に出席して子会社の監査の状況を監査役

に報告する。

オ．前記エの報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

　きんでんグループ行動指針に基づき、違反行為に関する報告・相談をおこなった

従業員や事実調査に協力した従業員に対して、そのことを理由として、不利な取扱

いをおこなわず、各職場においてそのような取扱いが生じないように最善の注意を

払う。

　内部通報規程に基づき、通報したことを理由に通報者に対する不利な取扱いの禁

止を徹底する。

カ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　通常の監査費用については、監査計画に基づいて予算化する。

　計画外の監査の発生に備えて一定額を特別費用として予算に組み込む。特別費用

で不足が生じることが予想される場合は、監査役は予算執行部門に事前連絡の上、

必要費用の負担を会社に求めることができる。

キ．その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制等
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　代表取締役と監査役との定期会合

代表取締役と監査役との間で、定期的に会合を持ち、情報交換や業務執行状況を

報告・検討する機会を設ける。

　業務監理室と監査役との連携等

業務監理室は、内部監査の方針・計画について監査役と事前協議をおこなうとと

もに、定期的に会合を持ち、その監査結果及び指摘事項等について意見交換するな

ど、密接な情報交換及び連携を図る。また、監査役及び業務監理室は、会計監査人

とも連携を図るものとする。

　会計監査人の職務の遂行を確保するための体制の構築

監査役は、会計監査人の職務の遂行が適正に実施される体制が確保されているこ

とを確認し、必要なときは、取締役に対して、会計監査人の職務の遂行を確保する

ための体制の構築に関して申し入れることができる。

　外部専門家の起用

監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士・公認会計士・コン

サルタントその他の外部専門家を独自に起用することができる。

（注）平成27年 5 月 1 日付の改正会社法施行に伴い、平成27年 4 月28日開催の取締役会において、業

務の適正を確保する体制に関する基本方針を変更いたしました。なお、監査報告において相当

性を表明する内部統制システムの基本方針は、当期に存在した変更前の基本方針であります。

⑵ 会社の支配に関する基本方針

当社は、企業価値の向上を図っていくことが最重要課題であると考えています。また、

当社取締役会の同意を得ることなくおこなわれる当社株式の大量買付け行為につきまして

は、その受入れの当否は最終的には株主の皆様のご判断に委ねるべきものであると認識し

ていますが、明らかに株主共同の利益を害するような会社買収に対しては対抗していく所

存であります。

（注）1．本事業報告中、百万円単位の金額並びに千株単位の株式数は、表示単位未満の端数を切り捨て、

比率については表示未満の端数を四捨五入しています。

2．本事業報告に掲げている金額には、消費税等は含んでいません。

3．本事業報告における数値は、特に記載のない場合、当期末現在のものであります。
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　 連 結 貸 借 対 照 表 　
（平成27年 3 月31日現在）

（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

資　　産　　の　　部 542,246 負　　債　　の　　部 164,587

流　動　資　産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

預 け 金

そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

302,844

40,033

180,716

57,000

11,973

2,138

4,359

5,000

5,345

△ 3,723

239,402

100,672

27,578

13,860

1,044

57,956

233

1,912

136,816

119,920

4,585

4,205

11,879

△ 3,773

流　動　負　債

支払手形・工事未払金等

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

工 事 損 失 引 当 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

固　定　負　債

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

そ の 他

130,790

71,123

17,289

8,241

10,493

1,006

610

175

21,850

33,796

17,818

231

15,498

248

純　 資　 産　 の　 部 377,659

株　主　資　本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

少数株主持分

333,089

26,411

29,657

277,999

△ 978

42,643

41,492

719

432

1,925

資　　産　　合　　計 542,246 負 債 純 資 産 合 計 542,246
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　 連 結 損 益 計 算 書 　
平成26年 4 月 1 日から（　　　　　  ）平成27年 3 月31日まで

（単位：百万円）

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

為 替 差 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特 別 弔 慰 金

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

会 員 権 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

会 員 権 売 却 損

会 員 権 評 価 損

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主損益調整前当期純利益

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

  467,972 

    396,594 

  71,378 

     42,053 

  29,325 

   

 1,794  

 336  

 10 

 733 

     567 3,442 

   

 293  

 86  

 70  

     321     771 

  31,996 

   

 286  

 88  

      21 396 

   

 6  

 130  

 28  

 9  

       7       181 

  32,211 

 10,062  

   　1,305    11,367 

  20,844 

        292 

     20,552 
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　 連結株主資本等変動計算書 　
平成26年 4 月 1 日から（　　　　　  ）平成27年 3 月31日まで

（単位：百万円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 26,411 29,657 263,020 △ 802 318,287

会計方針の変更による累積的影響額 △ 1,447 △ 1,447

会計方針の変更を反映した当期首残高 26,411 29,657 261,573 △ 802 316,839

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 4,125 △ 4,125

当 期 純 利 益 20,552 20,552

自 己 株 式 の 取 得 △ 177 △ 177

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当　期　変　動　額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 0 16,426 △ 176 16,250

当 期 末 残 高 26,411 29,657 277,999 △ 978 333,089

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少 数 株 主

持 分

純 資 産

合 計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 27,602 △ 347 △ 5,621 21,633 1,444 341,364

会計方針の変更による累積的影響額 △ 1,447

会計方針の変更を反映した当期首残高 27,602 △ 347 △ 5,621 21,633 1,444 339,916

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 4,125

当 期 純 利 益 20,552

自 己 株 式 の 取 得 △ 177

自 己 株 式 の 処 分 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当　期　変　動　額（純額）

13,889 1,067 6,054 21,010 481 21,492

当 期 変 動 額 合 計 13,889 1,067 6,054 21,010 481 3,742

当 期 末 残 高 41,492 719 432 42,643 1,925 377,659
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　連　結　注　記　表　

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社数　20社

主要な連結子会社の名称

　近電商事㈱

　㈱西原衛生工業所

　近電設備㈱

　㈱メックス

　きんでんサービス㈱

　㈱アレフネット

　ユー・エス・キンデン・コーポレーション

　ピー・ティー・キンデン・インドネシア

非連結子会社名

キンデン・インディア・プライベート・リミテッド

上記会社は、平成24年10月に設立した会社であるが、小規模会社であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外している。

⑵　持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　 2 社

持分法適用の関連会社名

㈱近貨

ビンタイ・キンデン・コーポレーション・バハッド

持分法非適用の非連結子会社名

キンデン・インディア・プライベート・リミテッド

持分法非適用の関連会社名

吉田施設整備ＳＰＣ㈱

おおたかの森ＰＦＩ㈱

㈱サンユー

上記の持分法非適用の非連結子会社 1 社及び関連会社 3 社は、いずれも当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。

なお、持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に

係る財務諸表を使用している。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ユー・エス・キンデン・コーポレーション、ワサ・エレクトリカル・サービス・

インク、キンデン・パシフィック・コーポレーション、近電国際有限公司、ピー・ティー・キンデ

ン・インドネシア、キンデン・フィルス・コーポレーション、キンデン・ベトナム・カンパニー・
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リミテッド、キンデン（タイランド）カンパニー・リミテッドの決算日は12月31日である。連結計

算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、  1 月 1 日から連結

決算日 3 月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

上記以外の連結子会社の事業年度は連結計算書類作成会社と同一である。

⑷　会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定）

時価のないもの

主として移動平均法による原価法

　デリバティブ

時価法

　たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

材料貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年 4 月 1 日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は主に定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

　建物及び構築物　　　　　　　10年～50年

　機械装置及び運搬具　　　　　 3 年～22年

　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（ 5 年）に基づく定額法を採用している。

　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している

③　重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
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いる。

　工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち、損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上し

ている。

　完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高のうち当社及び連

結子会社に瑕疵担保責任のある完成工事高に対し、将来の見積補償額に基づいて計上している。

　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上している。

　役員退職慰労引当金

国内連結子会社（12社）は役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退任慰労金内規に基づ

き計算した当連結会計年度末要支給額を計上している。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によって

いる。

　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上している。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させ

る方法については、当社は給付算定式基準、連結子会社は期間定額基準によっている。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理している。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により費用処理している。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用している。

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当連結会計年度の費用として処理している。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年 5 月17日。以下「退職給付会計
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基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　

平成24年 5 月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び

退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度期首より適用し、退職給

付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を当社は期間定額基準

から給付算定式基準へ変更並びに割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間につい

て従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間

及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減している。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が2,247百万円増加し、利益剰余金が

1,447百万円減少している。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益はそれぞれ355百万円減少している。

なお、当連結会計年度の 1 株当たり純資産額、  1 株当たり当期純利益はそれぞれ、  7 円78銭、  1 円

11銭減少している。

（追加情報）

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第 9 号）が平成27年 3 月31日に公布され、

平成27年 4 月 1 日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなっ

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％

から平成27年 4 月 1 日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％

に、平成28年 4 月 1 日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.2％となる。

この税率変更により、流動資産の繰延税金資産の金額が321百万円、固定資産の繰延税金資産の

金額が22百万円、固定負債の繰延税金負債の金額が1,578百万円、それぞれ減少し、法人税等

調整額が702百万円、その他有価証券評価差額金が1,922百万円、退職給付に係る調整累計額が

21百万円、それぞれ増加している。

２．連結貸借対照表関係

⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金の担保に供している。

投資有価証券（株式） 22百万円

　投資その他の資産・その他（長期貸付金） 21百万円

合　計 43百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 92,846百万円
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⑶　保証債務の内容及び金額

被　　保　　証　　者 保証金額 被 保 証 債 務 の 内 容

キ ン デ ン ・ イ ン デ ィ ア ・
プ ラ イ ベ ー ト ・ リ ミ テ ッ ド

百万円

15 履行保証

ＢＡＮ－ＢＡＮネットワークス㈱ 20
関西電力㈱への共架・共用料金に対する
支払保証

計 36

（注）保証債務の外貨建金額は次のとおりであり、決算期末日の為替相場により円換算している。

8,050千インド・ルピー 15百万円

３．連結損益計算書関係

完成工事原価のうち工事損失引当金繰入額 401百万円

４．連結株主資本等変動計算書関係

⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　218,141,080株

⑵　配当に関する事項

①　配当金支払金額

決　　議 株式の種類 配当金の総額  1 株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

平成26年 6 月25日
定時株主総会

普通株式 2,605百万円 12.0円 平成26年 3 月31日 平成26年 6 月26日

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 1,519百万円  7.0円 平成26年 9 月30日 平成26年11月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　　議 株式の種類
配当金の

総　　額
配当の原資

 1 株当たり

配　当　額
基　準　日 効力発生日

平成27年 6 月24日
定時株主総会

普通株式 2,820百万円 利益剰余金 13.0円 平成27年 3 月31日 平成27年 6 月25日

５．金融商品関係

⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については 1 年以内の短期運用を中心に、中長期運用を組み合わせた

安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については短期的な運転資金を銀行借入により調達し

ている。また、関西電力グループ内におけるグループファイナンスへの資金活用のため、資金を

預け入れしている。

デリバティブは為替等の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であ

る。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

預け金は、関西電力㈱の子会社である関電ビジネスサポート㈱に対するものであり、契約不履行

により生じる信用リスクは僅少であると判断している。

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されている。当該リス

クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を常

に把握する体制としている。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されているが、重要事項については経営会議に報告することとしている。

営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが 1 年以内の支払期日である。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達である。

為替予約は、原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引の為替相場変動リスクの回避

のためにデリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っている。

デリバティブ取引については、取引権限及び取引範囲を定めた内部規定に基づき、管理・運用を

行っている。また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の

高い金融機関とのみ取引を行っている。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されているが、当社グループでは、各社が月次に

資金繰り計画を作成するなどの方法により管理している。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもある。

⑵　金融商品の時価等に関する事項

平成27年 3 月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

である。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めていない。

（単位：百万円） 

連結貸借対照表
計上額

時　　価 差　　額

⑴ 現金預金 40,033 40,033 －

⑵ 受取手形・完成工事未収入金等 (※) 177,055 177,055  △ 0

⑶ 有価証券及び投資有価証券 172,098 171,975 △ 123

⑷ 預け金 5,000 5,000 －

資　 産　 計 394,188 394,064 △ 124

⑴ 支払手形・工事未払金等 71,123 71,123 －

⑵ 短期借入金 17,289 17,289 －

負　 債　 計 88,412 88,412 －

デリバティブ取引 － － －

（※）受取手形・完成工事未収入金等に対応する貸倒引当金を控除している。
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（注 1 ）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

⑴ 現金預金、並びに ⑷ 預け金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっている。

⑵ 受取手形・完成工事未収入金等

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び

信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっている。

⑶ 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格等によっている。譲渡性預金は、短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

負  債

⑴ 支払手形・工事未払金等、並びに ⑵ 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。

（注 2 ）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 4,821百万円）は市場価格がなく、かつ、将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「⑶ 有価証券及び投資有価証券」には含めていない。

６． 1 株当たり情報

⑴　 1 株当たり純資産額 1,731円52銭

⑵　 1 株当たり当期純利益 94円67銭

７．その他の注記

⑴　減損損失の内訳

遊休資産（土地　11件） 28百万円

⑵　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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　 貸　借　対　照　表 　
（平成27年 3 月31日現在）

（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

資　　産　　の　　部 489,939 負　　債　　の　　部 139,370

流　動　資　産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

預 け 金

そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

252,105

15,547

13,640

144,150

57,000

10,397

1,826

3,963

5,000

4,252

△ 3,674

237,834

84,192

25,757

2,237

784

55,413

1,508

117

149

1,241

152,133

113,773

4,927

24,911

4

89

2,829

9,277

△ 3,680

流　動　負　債

支 払 手 形

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

工 事 損 失 引 当 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

固　定　負　債

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

111,109

2,578

57,062

15,510

7,161

8,765

7,561

7,757

758

269

77

3,606

28,260

14,288

13,136

835

純　 資　 産　 の　 部 350,569

株　主　資　本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

310,045

26,411

29,657

29,657

0

254,955

6,602

248,352

326

230,400

17,625

△ 978

40,524

40,524

資　　産　　合　　計 489,939 負 債 純 資 産 合 計 489,939
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　 損　益　計　算　書 　
平成26年 4 月 1 日から（　　　　　  ）平成27年 3 月31日まで

（単位：百万円）

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

為 替 差 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特 別 弔 慰 金

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

会 員 権 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

会 員 権 売 却 損

会 員 権 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

  403,363 

    344,726 

  58,637 

     36,172 

  22,464 

   

 2,743  

 726  

     566 4,035 

 256 

 62 

 70 

     165     554 

  25,945  

  

 275  

 88  

      21 385 

   

 6  

 91  

 28  

 5  

       6     138 

  26,192  

 8,543  

   　1,565    10,108 

     16,083 
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　 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 　
平成26年 4 月 1 日から（　　　　　  ）平成27年 3 月31日まで

（単位：百万円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

自　己

株　式

株 主

資 本

合 計
資　本

準備金

その他

資　本

剰余金

資　本

剰余金

合　計

利　益

準備金

その他利益剰余金 利　益

剰余金

合　計
固定資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 26,411 29,657 － 29,657 6,602 326 222,400 15,114 244,444 △ 802 299,710

会計方針の変更による累積的影響額 △ 1,447 △ 1,447 △ 1,447

会計方針の変更を反映した当期首残高 26,411 29,657 － 29,657 6,602 326 222,400 13,667 242,997 △ 802 298,263

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 4,125 △ 4,125 △ 4,125

別 途 積 立 金 の 積 立 8,000 △ 8,000 － －

当 期 純 利 益 16,083 16,083 16,083

自 己 株 式 の 取 得 △ 177 △ 177

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0 0

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － － 8,000 3,958 11,958 △ 176 11,782

当 期 末 残 高 26,411 29,657 0 29,657 6,602 326 230,400 17,625 254,955 △ 978 310,045

評　価 ・ 換 算　差　額　等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 27,140 27,140 326,851

会計方針の変更による累積的影響額 △ 1,447

会計方針の変更を反映した当期首残高 27,140 27,140 325,403

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 4,125

別 途 積 立 金 の 積 立 －

当 期 純 利 益 16,083

自 己 株 式 の 取 得 △ 177

自 己 株 式 の 処 分 0

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額（純額）
13,383 13,383 13,383

当 期 変 動 額 合 計 13,383 13,383 25,165

当 期 末 残 高 40,524 40,524 350,569
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　個　別　注　記　表　

１．重要な会計方針

⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法）

を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

　建物及び構築物　　　10年～50年

　機械装置及び運搬具　 3 年～ 7 年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（ 5 年）に基づく定額法を採用している。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
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倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

②　投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討して必要と認められる額を

計上している。

③　工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上している。

④　完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高のうち当社に瑕疵担保責

任のある完成工事高に対し、将来の見積補償額に基づいて計上している。

⑤　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上している。

⑥　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっている。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額

法により費用処理している。

⑷　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用している。

⑸　その他の重要な会計方針

①　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい

ては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。

②　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当事業年度の費用として処理している。

２．会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年 5 月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24

年 5 月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更並びに割
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引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した

年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減している。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が1,550百万円減少、前払年金費用が3,798百万円減少

及び繰越利益剰余金が1,447百万円減少している。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ355百万円減少している。

なお、当事業年度の 1 株当たり純資産額、1 株当たりの当期純利益はそれぞれ、  7 円78銭、  1 円11銭

減少している。

３．貸借対照表関係

⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金の担保に供している。

投資有価証券（株式） 16百万円

関係会社株式 6百万円

　長期貸付金 21百万円

合　計 43百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 80,596百万円

⑶　保証債務の内容及び金額

被　　保　　証　　者 保証金額 被 保 証 債 務 の 内 容

㈱ 西 原 衛 生 工 業 所
百万円

1,230 銀行借入保証

ワ サ ・ エ レ ク ト リ カ ル ・
サ ー ビ ス ・ イ ン ク

1,780 履行保証　他

ピー・ティー・キンデン・インドネシア 326 履行保証　他

キ ン デ ン ・ ベ ト ナ ム ・
カ ン パ ニ ー ・ リ ミ テ ッ ド

96 履行保証　他

キ ン デ ン ・ イ ン デ ィ ア ・
プ ラ イ ベ ー ト ・ リ ミ テ ッ ド

15 履行保証

ＢＡＮ－ＢＡＮネットワークス㈱ 20
関西電力㈱への共架・共用料金に対する
支払保証

計 3,470

（注）保証債務の外貨建金額は次のとおりであり、期末日の為替相場により円換算している。

 17,489千ＵＳドル 2,101百万円

 630,000千インドネシア・ルピア 5百万円



― 37 ―

 17,233,356千ベトナム・ドン 96百万円

 8,050千インド・ルピー 15百万円

⑷　関係会社に対する短期金銭債権 12,567百万円

　　　 〃 　　　長期金銭債権 24,952百万円

　　　 〃 　　　短期金銭債務 3,639百万円

　　　 〃 　　　長期金銭債務 833百万円

⑸　関係会社株式から控除している投資損失引当金 1,902百万円

４．損益計算書関係

⑴　完成工事高のうち関係会社に対する部分 68,480百万円

⑵　関係会社からの仕入高 24,060百万円

⑶　関係会社との営業取引以外の取引高 3,865百万円

５．株主資本等変動計算書関係

当事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式　　　　1,144,208株

６．税効果会計

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、貸倒引当金、未払費用、工事損失引当金等であ

る。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金である。

（追加情報）

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第 9 号）が平成27年 3 月31日に公布され、

平成27年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなった。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から

平成27年 4 月 1 日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成28

年 4 月 1 日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となる。

この税率変更により、流動資産の繰延税金資産の金額が312百万円、固定負債の繰延税金負債の

金額が1,508百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が676百万円、その他有価証券評価差額金

が1,873百万円、それぞれ増加している。

７．リースにより使用する固定資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、運搬具、備品等の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用している。
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８．関連当事者との取引

⑴　その他の関係会社及びその他の関係会社の子会社 （単位：百万円）

種　類
会社等の
名　　称

議決権等
の被所有
割　　合

関　　連
当 事 者
との関係

取 引 の 内 容 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社

関　　西
電 力 ㈱

直　接
27.3％

間　接
 6.8％

配電工事
及　　び
送 電 線
工事等の
受　　注

役 員 の
兼　　任

営業取引
（注 1 ）

電気工事
の 受 注

68,470

完成工事
未収入金

11,908

未成工事
受 入 金

   369

材料購入 11,726
工　　事
未 払 金

 1,268

その他の
関係会社
の子会社

関　　電
ビジネス
サポート㈱

－
資 金 の
預　　け

預け金の預け・返済
（注 2 ）

－ 預 け 金  5,000

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ
ている。
取引条件及び取引条件の決定方針
（注 1 ）材料購入は有償支給材料の購入であり電気工事の受注については、購入材料価格を含

む価格交渉のうえ、 市場価格等を勘案し適正な価格により工事請負契約を締結している。
（注 2 ）預け金利率は、市場金利を勘案して決定している。

⑵　子会社 （単位：百万円）

種　類
会社等の
名　　称

議決権等
の 所 有
割　　合

関　　連
当 事 者
との関係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社

㈱西原衛
生工業所

直　接
100％

資 金 の
貸　　付

資金の回収 500 長期貸付金 6,300

受取利息（注） 100 － －

白　　馬
ウインド
ファーム㈱

直　接
100％

資 金 の
貸　　付

資金の回収 610 長期貸付金 5,294

受取利息（注） 67 － －

白 滝 山
ウインド
ファーム㈱

直　接
100％

資 金 の
貸　　付

資金の回収 904 長期貸付金 12,147

受取利息（注） 150 － －

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）貸付利率は、市場金利を勘案して決定している。

９． 1 株当たり情報

⑴　 1 株当たり純資産額 1,615円55銭

⑵　 1 株当たり当期純利益 74円09銭

10．その他の注記

⑴　減損損失の内訳

遊休資産（土地　11件） 28百万円

⑵　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

　独立監査人の監査報告書　
平成27年 5 月 7 日

株式会社 きんでん

　取　締　役　会　御 中
ひ び き 監 査 法 人

代  表  社  員　　　　　　公認会計士　　池　尻　省　三　 ㊞業務執行社員

代  表  社  員　　　　　　公認会計士　　宮　本　富　雄　 ㊞業務執行社員

代  表  社  員公認会計士　　林　　　直　也　 ㊞業務執行社員

　当監査法人は、会社法第444条第 4 項の規定に基づき、株式会社きんでんの平成26年 4 月 1 日か

ら平成27年 3 月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社きんでん及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以　上　
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会計監査人の監査報告書 謄本

　独立監査人の監査報告書　
平成27年 5 月 7 日

株式会社 きんでん

　取　締　役　会　御 中
ひ び き 監 査 法 人

代  表  社  員　　　　　　公認会計士　　池　尻　省　三　 ㊞業務執行社員

代  表  社  員　　　　　　公認会計士　　宮　本　富　雄　 ㊞業務執行社員

代  表  社  員公認会計士　　林　　　直　也　 ㊞業務執行社員

　当監査法人は、会社法第436条第 2 項第 1 号の規定に基づき、株式会社きんでんの平成26年 4 月
 1 日から平成27年 3月31日までの第101期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上　
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監査役会の監査報告書 謄本

監　　査　　報　　告　　書

　当監査役会は、平成26年 4 月 1 日から平成27年 3 月31日までの第101期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会

社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第 1 項及び第 3 項に

定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま

した。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日

企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以　上

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

　なお、事業報告に記載のとおり、当社は電力会社が発注する送電工事の取引に係る独占禁止

法違反により、国土交通省より建設業法に基づく営業停止処分を受けました。監査役会は、再

発防止に向けたコンプライアンス強化の取組状況について引き続き監視してまいります。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　平成27年 5 月 8 日

株式会社 き ん で ん 監査役会

常任監査役
宮　地　雄　一　 ㊞

　（常勤）

常任監査役
　　　　　 （社外監査役） 稲　田　　　豊　 ㊞
　（常勤）

監　査　役
佐　竹　育　造　 ㊞

　（常勤）

監　査　役（社外監査役） 豊　松　秀　己　 ㊞

監　査　役（社外監査役） 岩　根　茂　樹　 ㊞





<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


